
 
 
 
 
 
 

 

品 川 区 で は 、 平 成 １ ８ 年 度 か ら 戸 越 ・ 豊 町 地 区 に 防 災 生 活 圏 促 進 事 業 を 導 入 し 、

地域 の 防災 性 を向 上さ せ 、安 全 で安 心で き るま ち づく りを 進 めて ま いり まし た 。  

そ の 間 事 業 の 一 環 と し て 、 地 域 の 建 て 替 え ル ー ル 等 を 定 め る 地 区 計 画 を 地 域 の  

皆 様 と 一 緒 に 検 討 を 行 い 、 地 区 計 画 の 内 容 に つ い て 説 明 す る と と も に 、 ご 意 見 を

頂 き ま し た 。 そ の 後 品 川 区 都 市 計 画 審 議 会 の 審 議 を 経 て 、平成３０年３月７日

付 で 「 戸 越 ・ 豊 町 地 区 地 区 計 画 」が 決 定 し ま し た 。 ま た 、令和７ 年５月

３０日には E 地区を追加する地区計画変更を行っ てお り ます 。  

この た め 、下 記 の 地区 計 画区 域 内で 土地 区 画の 変 更や 建物 等 の建 築 等を 行う 場 合

は、建 築申 請 とは 別 に「地区計画における届出書の提出」が必 要 にな り ます 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

凡 例  

地  

区  

名  

土 地 利 用 の 方 針  凡 例  

地  

区  

名  

土 地 利 用 の 方 針  

 
A 

地  

区  

建 築 物 の 不 燃 化 ・ 耐 震 化 の 促 進 。 戸 越

公 園 の 景 観 と 連 続 、 調 和 し た 街 並 み を

形 成 す る 。  

 C 

地  

区  

建 築 物 の 不 燃 化 ・ 耐 震 化 を 促 進 。 公 園 ・ 広 場

の 保 全 や 地 震 時 の ブ ロ ッ ク 塀 の 倒 壊 の 防 止 を

図 り 、 防 災 性 の 高 い 街 並 み を 形 成 す る 。  

 
B 

地  

区  

建 築 物 の 不 燃 化 ・ 耐 震 化 と 土 地 の 高 度

利 用 を 誘 導 し 、 延 焼 遮 断 帯 を 形 成 。 戸

越 公 園 駅 周 辺 で は 、 建 築 物 の 共 同 化 を

推 進 し 、 既 存 商 店 街 の 活 力 の 向 上 と 都

市 型 住 宅 の 供 給 を 図 る 。  

 D 

地  

区  

土 地 の 合 理 的 か つ 健 全 な 高 度 利 用 。 市 街 地 再

開 発 事 業 等 に よ り 、 歩 行 者 空 間 や 広 場 な ど の

都 市 空 間 の 整 備 を 図 る 。  

 E 

地  

区  

Ａ地区：広域避難場所 

   「戸越公園一帯」周辺の地区 

Ｂ地区：幹線道路沿道の地区 Ｄ地区：高度利用を推進する地区 

Ｃ地区：住宅が密集した延焼 

     危険度の高い地区 

戸越五丁目 

戸越三丁目 

戸越四丁目 

戸越二丁目 

豊町一丁目 

文庫の森 

戸越公園 

戸越・豊町地区 

地区計画の概要 

平成３０年３月７日告示（令和７年５月３０日変更） 

令和７年５月版 

E 地区：高度利用を推進する地区 

豊町三丁目 

豊町二丁目 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  地 区計 画 の区 域内 で 建築 行 為等 を行 う 場合 は 、工 事 着 手 の ３ ０ 日 前 ま で に行 為 の

内容 の 届出 が 必要 です 。  

建築 等 をご 検 討さ れる 場 合に は 、お 早め に木密整備推進課まで ご相 談 く ださ い。 

防災性向上のために必要な建築物の制限 

 

 ②建築物の形態又は色彩その他の意匠制限（地区全体の共通のルール） 

  ・地震時の窓ガラスの飛散や落下物による被害を未然に防ぐことができるように、建 

   築物の道路に面する部分に落下物防止措置（ベランダの設置や網入りガラスを用い 

   るなど）を行います。 

  ・屋外広告物や広告板等については、破損しやすい材料を使用してはいけません。 

  ・4ｍ未満の道路には門扉や垣さく、広告物等の工作物を道路へ突出させてはいけません。

 

 ③垣又はさくの構造の制限（地区全体の共通のルール） 

  ・ブロック塀の倒壊による人的被害や道路閉塞を防止するため、ブロック塀の築造を 

   制限し、生垣や透視可能なフェンス等とします。 

  ・ブロックを積む場合は道路面から高さ６０ｃｍまでとします。 

 

（大原通りに面する敷地のルール）大原通りを幅員６ｍへ拡幅するための制限です。 

 ④壁面の位置の制限 

 ⑤壁面後退区域における 

  工作物の設置の制限 

 

道路中心線から３ｍ以上壁面を
後退して建築
★現在の道路境界からの後退

距離は概ね20～50cm

大原通り

３ｍ以上後退

道路中心線

壁面を後退した部分には塀など
工作物の設置を禁止

 

壁面を後退した区域

  

壁面を後退した区域

 

 ①建築物の敷地面積の最低限度 

 Ａ地区からＣ地区共通のルール 

  ・敷地の細分化による住宅密集化の進行を防ぐため、 

   敷地面積の最低限度は６０㎡（約１８坪）とします。 

  ・地区計画が策定される前で６０㎡未満の敷地や、道路整備 

   などによって６０㎡未満となってしまう敷地については、 

   それ以上分割しない限りは建替えができます。 

 D 地区および E 地区のルール 

  ・D 地区および E 地区については、土地の健全な高度利用を促進する観点から、 

   敷地面積の最低限度を 250 ㎡とします。 

 
問い合わせ先 ： 品川区  都市環境部 

 木密整備推進課  不燃化促進担当 

  ℡ 03-5742-6947 


